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要旨： 本研究では急激な加熱によるコンクリートの爆裂現象の要因である拘束応力や水蒸気圧の上昇速度か

ら検討し，両要因を複合的に判定する爆裂発生条件を検討することを目的とした。実験水準は拘束の有無と

熱源の温度とし，圧縮強度が 100MPa 以上の高強度コンクリートの 1 面に急激な加熱を行った。実験の結果，

拘束状態である熱源温度を 1150℃とした水準において，爆裂が二回生じた。また，拘束応力の上昇速度が低

下し，水蒸気圧の上昇速度の増減が大きいときに爆裂が生じる現象を観測した。 
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1. はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所 1 号機の原子炉格納容

器内部の調査により，格納容器ペデスタル部壁面の鉄筋

コンクリートについて，鉄筋を残してコンクリートが消

失している様子が確認された 1)。この現象は可能性の一

つとして，燃料デブリから発せられる多量の熱によりコ

ンクリートが急激に加熱され，爆裂現象が生じたことが

提案されている 2)。しかし，実際の事故状況を再現する

加熱実験は現実的ではないため，爆裂現象が実際のペデ

スタル壁面に発生するかの検証には，コンクリートが爆

裂する際の条件を明確にする必要がある。 

爆裂が発生しやすい条件因子として，コンクリート強

度，昇温速度，含水率，拘束状態などの実験条件が影響

を及ぼすことは報告されている 3)。しかし，爆裂が発生

するメカニズムについてはいまだ議論が続いている。 

爆裂現象のメカニズムは熱応力説と水蒸気圧説によ

って説明されることが多い。前者はコンクリート表面が

急速な加熱にともなう温度分布や，境界条件によりコン

クリートの熱膨張が拘束されることで圧壊する 4)。後者

はコンクリート空隙内の水分が蒸発することにより，蒸

気圧による引張応力が作用し，破壊する 5)。また，両者

の複合説として，熱応力により加熱面に対して平行に開

口した亀裂に水蒸気圧が作用することで爆裂する複合説

6)7)が考えられている。 

そこで本研究は，ペデスタル部で用いる強度域のコン

クリートではなく，爆裂が生じやすい高強度コンクリー

トを使用し，急激な加熱実験を行った。爆裂に関わる因

子を実験条件とした水準を比較し，拘束応力や水蒸気圧

の上昇速度から爆裂現象の発生条件を複合的に判定する

ことを目的とした。 

 

2. 実験概要 

表－1 に本研究の実験水準と加熱前のコンクリートの

状態を示す。本研究はコンクリートの拘束の有無と熱源

となる加熱炉の設定温度を実験水準とした。拘束状態あ

りは日本コンクリート工学会(JCI)の規準であるコンク

リートの爆裂試験方法 8) (JCI-S-014-2024)に準拠した拘束

リング試験体を用いた水準を指す。また，拘束状態のな

しは拘束リング試験体と同程度の寸法であるコンクリー

トの円盤を作製し，無拘束試験体とした。拘束状態なし，

熱源設定温度を加熱炉の限界設定温度である 1150℃と

した水準を F1 とした。拘束状態あり，熱源設定温度を

1150℃と 1050℃とした水準を R1，R2 とした。本研究で

は使用する加熱炉を用いた実験で爆裂を発生させるため

に，高強度コンクリートを使用した。実験時の材齢は約

56-57 日であり，加熱実験翌日にコンクリート強度試験

を行った結果，圧縮強度が 117.6MPa，弾性係数が 57.3 

MPa であった。 

2.1 使用材料とコンクリートの調合 

表－2 に使用材料とコンクリートの調合表を示す。

W/C は 30%とし，セメント(C)は早強ポルトランドセメ

ント(密度：3.15 g/cm3)を使用した。細骨材は細目細砂(S1 

密度：2.60 g/cm3)と砕砂(S2 密度：2.68 g/cm3)を混合して

使用し，粗骨材は輝緑凝灰岩の砕石(G 密度：2.86 g/cm3)

とし，最大寸法 20 mm を用いた。混和剤 (SP)はポリカル

ボン酸系高性能減水剤を使用し，セメント重量の 0.8%を

使用した。練り混ぜには強制 2 軸ミキサーを使用した。

練上がり時のスランプは 23.4 cm であり，空気量は 0.6%

であった。コンクリート打設後，材齢 1 日に脱型し，試

験実施まで湿布養生を行った。 
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2.2測定項目と試験体概要 

加熱実験直前に高周波容量式水分計(Kett 社 HI-520-2)

により試験体の水分値を計測した。水分値は加熱面の 3

点を測定し，平均値を算出した。結果，R1，F1 は水分値

が 5.3%，R2 は 4.2%であった。これは養生条件による誤

差であると考えられる。 

本研究の加熱中における測定項目は加熱面から各 4箇

所(5，10，25，40 mm)におけるコンクリート内部の温度，

水蒸気圧と試験体側面の円周方向ひずみである。測定間

隔は 1 秒とした。 

図－1 に拘束リング試験体と無拘束試験体の概要を示

す。拘束リング試験体に使用する鋼製リングの寸法は外

径 300 mm×高さ 50 mm×肉厚 8 mm である。コンクリ

ート温度と水蒸気圧測定のため，試験体内部に K 型熱電

対とステンレス製パイプ(穴径 3 mm×長さ 170 mm)を埋

設した。ステンレス製パイプは水蒸気圧を測定するため

に用いるため，コンクリート打設時にφ1.5mm の芯棒を

パイプに挿入しておき，脱型時に引き抜くことでパイプ

内にモルタルが侵入することを防いだ。水蒸気圧を測定

する際，パイプ中の圧力伝搬媒体が空気である場合，水

蒸気圧の上昇が遅延する可能性があることが報告され

ている 5)。そこで，本研究では測定を安定しておこなう

ため，加熱実験直前にパイプ内にシリコンオイル(膨張

率 0.95×103，不揮発分 98.5%)を充填した。試験体の外

部に飛び出したパイプの先端に圧力計（許容値：10 MPa）

を接続することで，コンクリート内部の水蒸気圧を測定

する。ここで，シリコンオイルの膨張圧力は事前に測定

したオイルの温度と圧力の関係から控除した 9)。 

円周方向のひずみを計測するため，鋼製リングおよび

コンクリートの側面に，ひずみゲージ(耐熱温度 80℃)と

ひずみゲージの温度補正用の T 型熱電対を対極に設置

した。また，リング拘束試験体では，半径方向に作用す

るコンクリートの熱膨張を鋼製リングにより拘束する

応力は箔肉円筒理論 9)から鋼製リングの円周方向のひず

みを用いて算出できる。式 (1)に拘束応力の計算式を示

す。 

 

𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝜀𝜀𝜃𝜃 × 𝐸𝐸𝑠𝑠 × 𝑡𝑡
𝑅𝑅
 (1) 

 

σre：コンクリートに作用する拘束応力 

εθ：鋼製リングの円周方向ひずみ 

Es：鋼材の弾性係数 

t：鋼製リングの厚み 

R：鋼製リングの内径 

2.3 加熱実験概要 

図－2 に加熱実験の概要を示す。加熱実験はコンクリ

ートが高温の熱源により急激に加熱される状態を模擬

した。加熱炉は円筒型の電気炉(電源容量：1.8kW)を用い

た。加熱炉の寸法は内径が 200 mm，深さが 300 mm であ

る。加熱実験は加熱炉を設定温度に維持した状態で，試

験体を直ちに設置することで，急激な加熱を行った。試

図－1 試験体概要 図－2 加熱実験概要 

図－3 試験体表面温度  
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験体は加熱炉内の中心に設置し，試験体中心から半径

100 mm までの 1 面が加熱範囲となるようにした。また，

試験体の表面付近と加熱炉内中心部に熱電対を設置し，

炉内温度を計測した。実験中は安全のため，鉄網を加熱

炉ごと覆った状態で行った。 

図－3に試験体表面から 10 mm 離した位置に設置した

熱電対により，計測した加熱炉内の温度の経時変化を示

す。加熱実験は 30 分間行った。また，試験体設置後 5 分

程度まで，試験体表面温度が低下していき，1150℃に設

定した加熱炉では約 850℃，1050℃に設定した加熱炉で

は約 800℃で試験体表面温度が安定した。これは，炉内

からコンクリート加熱面に熱が流入しているためであり，

試験体表面温度が急激に低下する加熱開始から 5 分まで

の間はコンクリートが急激な加熱を受けていることを示

す。 

 

3. 実験結果 

3.1 加熱実験による損傷状態 

図－4 に加熱実験後の試験体の損傷状態を示す。爆裂

による剥離深さは試験体加熱面に押し当てた板を基準面

とし，10mm 間隔で測定した。F1 水準では加熱面表層に

軽微なポップアウトが確認できた。また，試験体側面か

ら中心方向に半径方向のひび割れを確認した。R1 水準で

は加熱実験中に 2 回破裂音を観測し，1 度目は加熱開始

から 2.63 分時点，2 度目は 3.1 分時点であった。以後，

破裂音を観測した時刻を爆裂観測時刻とし，それぞれの

観測時間を ts1，ts2 とする。加熱実験後に加熱面観察す

ると，爆裂による剥離の深さが最大 8.5 mm であり，加熱

面から 5 mm 個所に埋設したステンレスパイプの先端が

完全に露出していた。ここで，この剥離深さは 2 回の爆

裂により生じた損傷であり，1 度目の爆裂により 5mm 以

上の爆裂が進行していない可能性があることに留意する。

一方，R2 水準では爆裂が生じておらず加熱面に亀甲状の

ひび割れを確認した。 

3.2 コンクリート温度の経時変化 

図－5(a)に加熱面高さからの各箇所におけるコンク

リート温度の経時変化を示す。R2 水準において加熱開始

から 2 分から 5 分にかけて測定器のトラブルによりデー

タの測定が飛んでいる時間帯があるが，前後のデータか

ら断続的なデータが取得できているものとする。30 分の

加熱実験により5mm箇所において全ての水準で約600℃

の温度上昇を確認した。 

図－5(b)に R1 水準で爆裂が発生した直後までの時間

帯である，図－5(a)の四角で囲んだ範囲を拡大した図を

示す。R1 水準の 5mm 箇所において 2 度目の爆裂の発生

とともに温度が急上昇した。また，10 mm 箇所は爆裂が

図－4 加熱実験後の損傷状態 
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図－5 コンクリート温度の経時変化 

図－6 周方向ひずみの経時変化 
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生じていない他水準の 5mm 箇所と同程度のコンクリー

ト温度を計測した。このことから，図－4 に示した爆裂

による剥離深さは 2 回目の爆裂による損傷であり，1 度

目の爆裂では 5 mm 箇所のコンクリートは残存している

ものと考えられる。 

3.3 周方向ひずみの経時変化 

図－6に周方向ひずみの経時変化を示す。F1 水準では

加熱開始直後から引張ひずみが増加し，加熱開始から 0.5

分後に急激にひずみが変動した。これは，図－4 で観察

した試験体側面から半径方向に伸びるひび割れがこの時

点で開口したためであると推測する。一方，R1，R2 水準

では周方向ひずみがこの時点まで収縮方向に挙動し，F1

水準のひび割れが開口した時間とともに膨張挙動に転じ

ている。これは，無拘束試験体のひび割れが開口するタ

イミングにリング拘束試験体で拘束応力の作用が開始し

たことを示している。コンクリート側面の円周側面にひ

び割れが開口する働きに生じる応力を鋼製リングが負担

することにより，ひび割れの開口を拘束していることが

分かる。また，鋼製リングが応力を負担していない 0.5 分

まではコンクリートの熱膨張により水蒸気圧パイプが引

っ張られることで，鋼製リングが収縮方向のひずみ挙動

を示したものと考えられる。 

図－7 に周方向ひずみから算出した拘束応力の経時変

化を示す。R1 水準と R2 水準を比較すると拘束応力の経

時変化はほぼ同様であった。R1 水準の 5 mm 箇所におけ

る ts1 時の拘束応力は 3.5 MPa であった。そして，爆裂

によって拘束応力が急減し，ts2 時の拘束応力は約 3MPa

であった。爆裂現象は拘束応力の上昇中に生じており，

同様の経時変化をたどった場合においても，爆裂が起き

る場合と起きない場合があることが分かった。 

3.4 水蒸気圧の経時変化 

図－8(a)に水蒸気圧の経時変化を示す。R1 水準では急

激な水蒸気圧の上昇中に爆裂した。F1，R2 水準ではなだ

らかに水蒸気圧が上昇し，極大値を経たのちに，減少し

た。また，R2_10mm において水蒸気圧が減少した後に微

増した。R1_5mm においても爆裂後の発生後に水蒸気圧

が増加していることから R1_5mm と R2_10mm では同様

の現象が起きており，R2_10mm のほうが進行が緩やかで

あると考えられる。 

F1 水準において，爆裂が生じた R1 水準 5mm 箇所の

水蒸気圧と同程度の約 8MPa を加熱開始から約 6 分時点

で計測した。しかし，F1 水準は図－6 に示したように，

すでに円周側面にひび割れが開口しているものと考えら

れることから，拘束応力は作用していないものと考えら

れる。R2 水準水準については図－8(a)に示された傾向か

ら，5mm 箇所における水蒸気圧は他の水準ほど大きくな

いものと思われる。 

図－8(b)にR1水準で爆裂した直後の加熱時間である，

図－8(a）の範囲を拡大した図を示す。R1 水準の 5mm 箇

所では ts1 直前に水蒸気圧が停滞していた。また，ts1 か

ら ts2 までに水蒸気圧が増加した後，爆裂の発生ととも

に急減した。 

以上の拘束応力と水蒸気圧の経時変化から，爆裂現象

発生の有無はそれぞれの上昇速度に起因している可能性

があるため，各測定項目の時間微分を算出することで上

昇速度を比較する。 

3.3 節および 3.4 節の結果から，上昇速度は各数値の前

方差分を時間間隔で除すことにより導出し，3 点の移動

平均とした。図－9 に拘束応力の上昇速度と加熱経過時

図－7 拘束応力の経時変化 

図－8 水蒸気圧の経時変化 
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間の関係について示す。拘束応力の上昇速度は R1，R2 水

準ともに加熱開始から約 1 分時点で最大となり，その後，

緩やかに低下していた。また，ts1 時の速度は約 0.02 

MPa/sec であった。 

図－10 に水蒸気圧上昇速度と加熱経過時間の関係に

ついて示す。R1 水準の水蒸気圧上昇速度は加熱開始から

約 1 分まで増加し，上昇速度が 0.08MPa/sec の最高速度

に足した後，ts1 まで上昇速度が増減した。また，爆裂が

発生しない R2 水準では上昇速度が 0.02MPa/sec と上昇

速度が低かった。 

以上から，爆裂が生じた R1 水準と爆裂が生じていな

い R2 水準では，拘束応力上昇速度が同様の過程を経て

いるが，水蒸気圧上昇速度に差異があること分かった。

また，爆裂が発生する水準では水蒸気圧の上昇速度が増

減することを確認し，爆裂した時点において最も増減が

激しかった。 

4. 考察 

図－11 に拘束応力上昇速度とコンクリート温度の関

係を示す。破線に示す温度は ts1，ts2 時における 5mm 箇

所のコンクリート温度を示している。拘束応力上昇速度

は R1，R2 水準ともに 150ー200℃の温度域において最も

高く，以降の温度上昇とともに拘束応力の上昇速度が低

下している。これは，コンクリートの温度上昇にともな

い，コンクリートの弾性係数が低下していくことが原因

だと考えられる。 

図－12 に水蒸気圧上昇速度とコンクリート温度の関

係を示す。水蒸気圧上昇速度は 100ー200℃まで上昇し，

以降から増減し始め，爆裂が生じる直前で急激に増減す

る。この増減が始まるタイミングは，図－11の拘束応力

が減少する温度域に対応している。コンクリートの弾性

係数は内部に微細なひび割れが開口・進展することによ

って低下していくため，水蒸気圧上昇速度の低下は計測

地点の空孔の体積が拡張していることを示している。ま

た，上昇速度が再び増加することは，微細ひび割れによ

り増加した空孔に蒸気が外部から供給されたと推測する。 

小澤ら 10)は加熱試験中の水蒸気圧とアコースティッ

クエミッション(AE)の関係について研究し，内部温度，

水蒸気圧の上昇と AE により計測したひび割れの発生の

タイミングに相関関係があるとしている。また，Karifa ら
11)は水蒸気圧が停滞し下降する時点において，コンクリ

ートの昇温速度が乱れることを発見した。これは，水蒸

気圧の停滞点において微細ひび割れが発生し，蒸気圧を

測定している空孔の体積が拡張することで，急激な温度

の変化が生じるためであるとしている。 

図－9 拘束応力上昇速度の経時変化 図－11 拘束応力上昇速度と温度の関係 

図－10 水蒸気圧上昇速度の経時変化 図－12 水蒸気圧上昇速度と温度の関係 
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図-13 水蒸気圧速度の増減するメカニズム 
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図－13 に水蒸気圧上昇速度が増減する過程図を示す。

5 mm 箇所のコンクリート温度が 200-250℃において，巨

視的には拘束応力の反力として，引張力が作用している

12)。さらに，毛細管空隙などのマイクロスケールでは C-

S-H ゲルの層間水が蒸発し，収縮挙動を示す 13)。境界条

件に引張力が働いている状態でセメントペーストが収縮

変形すると微細ひび割れが水平方向に進展し，空隙体積

が膨張する。よって，水蒸気圧が低下するものと考えら

れる。また，この領域の直下から水和物の脱水により水

分が供給される 14)。この現象は空隙内の水蒸気が飽和状

態である飽和水蒸気圧領域で起きると考えられる。その

後，加熱が進み，飽和水蒸気圧領域が深部に移動してい

くとひび割れの進展が進行し，毛細管空隙と微細ひび割

れが連結する 15)。この時，急激な空隙の体積膨張により，

水蒸気圧が急低下し，周辺の水和物から脱水した水蒸気

を連結したひび割れに引き込むことで，蒸気圧上昇速度

が急上昇し，爆裂が生じると考えられる。この時，水蒸

気圧は開口したひび割れの先端に作用するため，衝撃的

に働く。以上から，拘束応力上昇速度が低下し，水蒸気

圧上昇速度が大きく増減するタイミングで爆裂が生じる

ものと考えられる。 

 

5. まとめ 

 本研究は急激な 1 面加熱による高強度コンクリートの

拘束応力と水蒸気圧の上昇速度から爆裂の要因について

検討を行った。以下に本研究で得られた知見を示す。 

1) 無拘束試験体のひび割れが開口するタイミングに

リング拘束試験体では拘束応力の作用が開始した。 

2) 拘束応力上昇速度はコンクリート温度が 150℃か

ら 200℃付近において最も大きい値を示し，その後，

緩やかに低下するタイミングで爆裂が生じた。 

3) 水蒸気圧上昇速度はコンクリート温度が 200℃付

近で増減が始まり，爆裂が生じる直前である 300℃

付近では増減が大きい。 

4) 拘束応力の上昇速度が低下し，水蒸気圧上昇速度の

増減大きい時点が爆裂の発生する判定を行えるこ

とが示唆された。 

今後の展開として，ペデスタル部で使用する強度域の

コンクリートにおいて，水蒸気圧上昇速度の増減が観測

し，コンクリートの含水率を実験条件とした場合の水蒸

気圧上昇速度の関係を検証する必要がある。 
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